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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

 

回次
第10期

第３四半期連結
累計期間

第10期
第３四半期連結
会計期間

第９期

会計期間

自　平成20年
　　８月１日
至　平成21年
　　４月30日

自　平成21年
　　２月１日
至　平成21年
　　４月30日

自　平成19年
　　８月１日
至　平成20年
　　７月31日

売上高 (千円) 1,527,469454,4862,081,231

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △71,015 △63,115 102,884

当期純利益又は
四半期純損失(△)

(千円) △40,051 △37,449 57,791

純資産額 (千円) ― 1,819,4021,868,257

総資産額 (千円) ― 2,038,0352,187,949

１株当たり純資産額 (円) ― 18,567.8518,866.64

１株当たり当期純利益
又は１株当たり
四半期純損失(△)

(円) △412.98 △386.15 595.90

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― 595.29

自己資本比率 (％) ― 88.4 83.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 20,557 ― 198,260

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 36,894 ― △442,600

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △8,872 ― ―

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 678,221 617,026

従業員数 (名) ― 145 147

(注) １　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２　売上高には消費税等は、含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について、第10期第３四半期連結累計期間及び第10期第３四半期連結会計期

間においては、四半期純損失が計上されていることから、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要

な変更は、ありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成21年４月30日現在

従業員数(名) 145( 5)

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　従業員数の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。

３　臨時従業員には、パートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。

 

(2) 提出会社の状況

平成21年４月30日現在

従業員数(名) 51( 4)

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　従業員数の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。

３　臨時従業員には、パートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループは、生産に関する該当事項はありません。

 

(2) 受注実績

当社グループは、受注に関する該当事項はありません。

 

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りであります。
 

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円)

サービス開発事業 39,804

コンテンツ事業 258,946

システムコンサルティング事業 155,735

合計 454,486

(注) １　金額には、消費税等は含まれておりません。

２　セグメント間取引については、相殺消去しております。

３　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次の通りであります。

 

相手先

当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

株式会社ＮＴＴドコモ 102,101 22.5

京セラコミュニケーションシ
ステム株式会社

63,026 13.9

(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中における将来に関する事項は、本四半期報告書提出日(平成21年６月12日)現在において当社グループ(当社

及び連結子会社)が判断したものであります。

 

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間(平成21年２月１日～平成21年４月30日)に、当社グループは、コンテンツ事業にお

いて、人気既存サイトのリニューアルに合わせ、携帯電話を重ね合わせるだけで相性診断ができる「タッチで診

断」サービスをリリースしたほか、サービス開発事業において、携帯電話向けバーコードリーダーほかモバイル

機器向けソフトウェアのライセンス販売を行いました。また、システムコンサルティング事業において、主に既

存クライアント向けのシステムコンサルティング業務による売上を計上しました。その結果、当第３四半期連結

会計期間の売上高は、454,486千円、営業損失は、27,097千円、経常損失は、63,115千円、四半期純損失は、37,449千

円となりました。

 

(サービス開発事業)

サービス開発事業においては、当第３四半期連結会計期間において、携帯電話組込み型バーコードリーダー

を中心に、主要な携帯電話メーカや通信事業者等に対し、アプリケーションソフトウェアのライセンス販売を

行いました。その結果、同事業の当第３四半期連結会計期間の売上高は、39,804千円、営業利益は、3,146千円と

なりました。

 

(コンテンツ事業)

コンテンツ事業においては、人気の既存サイト「浅野八郎カバラ数秘術」のリニューアルに合わせ、携帯電

話を重ね合わせるだけで相性診断ができる「タッチで診断」サービスを開始し、ＩＣ通信機能を活用した

サービスの強化を行いました。さらに、既存サイトのリニューアルや新規情報サイトのリリースなど、携帯電

話向け有料コンテンツ配信サービスの強化・拡大を実施しました。その結果、同事業の当第３四半期連結会計

期間の売上高は、258,946千円、営業利益は、26,966千円となりました。

 

(システムコンサルティング事業)

システムコンサルティング事業においては、主に既存クライアントに対しシステムコンサルティングサー

ビスを提供しました。その結果、同事業の当第３四半期連結会計期間の売上高は、155,735千円、営業利益は、

6,295千円となりました。

 

(2) 財政状態の分析

① 資産の部

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、2,038,035千円(前連結会計年度末から149,913千円の減

少)となりました。

このうち、流動資産は、1,117,827千円(前連結会計年度末から2,886千円の減少)となりました。総額に大き

な変動はありませんが、受取手形及び売掛金が92,457千円減少した一方で、現金及び預金が61,194千円増加し

ております。

固定資産は、920,207千円(前連結会計年度末から147,027千円の減少)となりました。これは、主として投資

有価証券が135,801千円減少したことによるものです。

② 負債の部

当第３四半期連結会計期間末における負債は、218,632千円(前連結会計年度末から101,059千円の減少)と

なりました。これは、主として買掛金が92,162千円減少したことによるものです。
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③ 純資産の部

当第３四半期連結会計期間末における純資産は、1,819,402千円(前連結会計年度末から48,854千円の減少)

となりました。これは、主として四半期純損失の計上及び剰余金の配当により利益剰余金が、49,749千円減少

したことによるものです。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」)は、第２四半期連結会計期間末に

比べ77,322千円増加し、678,221千円となりました。

また、当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローは次の通りであります。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、10,820千円の収入となりました。これは、主として仕入債務が

94,055千円減少する一方で、順調に債権が回収されたため売上債権が141,639千円減少したことによるもので

す。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、50,885千円の収入となりました。これは、主として投資有価証券を

54,533千円売却したことによるものです。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、67千円の支出となりました。これは、配当金を67千円支払ったこと

によるものです。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題は、ありません。

 

 
(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、2,582千円であります。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更は、ありません。

また、この他にも通常の営業活動の一環として、製品及びサービスの開発に必要なノウハウを社内に蓄積し、

新規事業開発体制の強化を進めております。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動は、ありません。

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

該当事項は、ありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000

計 300,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年４月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年６月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 97,215 97,215
東京証券取引所
(マザーズ)

株主としての権利内容に制限
のない標準となる株式であり
ます。なお、単元株制度は採用
しておりません。

計 97,215 97,215 ― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成21年６月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

(第３回新株予約権)

 

株主総会の特別決議日(平成15年10月28日)・取締役会決議日(平成15年12月１日)

 
第３四半期会計期間末現在
(平成21年４月30日)

新株予約権の数(個) 　　　　　　　　67 (注) ２,４

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 (注) ８

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　　　　　201 (注) ４,７

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 36,667 (注) ３,７

新株予約権の行使期間 平成16年11月４日～平成25年10月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 36,667
資本組入額 18,334 (注) ７

新株予約権の行使の条件 (注) ５

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) ６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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(第４回新株予約権)

 

株主総会の特別決議日(平成15年10月28日)・取締役会決議日(平成15年12月１日)

 
第３四半期会計期間末現在
(平成21年４月30日)

新株予約権の数(個) 　　　　　　　175 (注) ２,４

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 (注) ８

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　　　　　525 (注) ４,７

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 36,667 (注) ３,７

新株予約権の行使期間 平成17年11月４日～平成25年10月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 36,667
資本組入額 18,334 (注) ７

新株予約権の行使の条件 (注) ５

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) ６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

 

(第５回新株予約権)

 

株主総会の特別決議日(平成15年10月28日)・取締役会決議日(平成16年３月２日)

 
第３四半期会計期間末現在
(平成21年４月30日)

新株予約権の数(個) 　　　　　　30 (注) ２

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 (注) ８

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　　　　90 (注) ７

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 89,000 (注) ３,７

新株予約権の行使期間 平成17年11月４日～平成25年10月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 89,000
資本組入額 44,500 (注) ７

新株予約権の行使の条件 (注) ５

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) ６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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(第６回新株予約権)

 

株主総会の特別決議日(平成15年10月28日)・取締役会決議日(平成16年６月16日)

 
第３四半期会計期間末現在
(平成21年４月30日)

新株予約権の数(個) 　　　　　　　 42 (注) ２,４

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 (注) ８

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　　　　　126 (注) ４,７

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり290,667 (注) ３,７

新株予約権の行使期間 平成17年11月４日～平成25年10月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 290,667
資本組入額 145,334 (注) ７

新株予約権の行使の条件 (注) ５

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) ６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

 

(第７回新株予約権)

 

株主総会の特別決議日(平成16年10月26日)・取締役会決議日(平成16年11月12日)

 
第３四半期会計期間末現在
(平成21年４月30日)

新株予約権の数(個) 　　　　　　　739 (注) １,４

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 (注) ８

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　　　 739 (注) ４

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 217,000 (注) ３

新株予約権の行使期間 平成18年11月２日～平成26年10月24日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 217,000
資本組入額 108,500

新株予約権の行使の条件 (注) ５

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) ６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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(第８回新株予約権)

 

株主総会の特別決議日(平成16年10月26日)・取締役会決議日(平成17年９月20日)

 
第３四半期会計期間末現在
(平成21年４月30日)

新株予約権の数(個) 　　　　　　　310 (注) １,４

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 (注) ８

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　　　 310 (注) ４

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 205,000 (注) ３

新株予約権の行使期間 平成18年11月２日～平成26年10月24日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 205,000
資本組入額 102,500

新株予約権の行使の条件 (注) ５

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) ６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は１株であります。ただし、当社が株式の分割又は併合を行う場合、本新

株予約権の目的たる株式の数は、次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数はこれを切り捨てるもの

とします。

調整後株式数　 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率

２　新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は３株であります。ただし、当社が株式の分割又は併合を行う場合、本新

株予約権の目的たる株式の数は、次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数はこれを切り捨てるもの

とします。

調整後株式数　 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率

３　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未

満の端数はこれを切り上げるものとします。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式を処分する場合(新株予約権の行使及び平成14年４月１日改正

前商法に定める新株引受権証券に基づく新株引受権の行使により新株式を発行又は自己株式を移転する場合を除

く。) は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げるも

のとします。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 × 新株式発行前の時価

 既発行株式数＋新規発行株式数

４　新株予約権の数は、定時株主総会決議における新株予約権の発行予定数から、退職等の理由により権利を喪失した者

の新株予約権の数を減じております。これに伴い、新株予約権の目的となる株式の数も減じております。

５　新株予約権の行使の条件は、次の通りであります。

(1) 対象者は、新株予約権の行使時においても当社もしくは当社子会社の取締役、監査役、使用人又は業務委託契約社

員又は派遣社員であることを要し、当社もしくは当社子会社の取締役、監査役、使用人又は業務委託契約社員又は

派遣社員の地位を喪失した場合には、未行使の新株予約権を行使できないものとします。ただし、対象者がその地

位を喪失後、引き続き当社もしくは当社子会社の取締役、監査役、使用人又は業務委託契約社員又は派遣社員の地

位を取得した場合には、新株予約権の行使が可能であるものとします。

(2) 新株予約権の質入その他の処分及び相続は認めないものとします。

(3) その他の権利行使の条件等は、「新株予約権割当契約」に定めるところによります。

６　新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要するものとします。

７　平成16年９月17日をもって株式の分割(１：３)を行ったことに伴い、新株予約権の目的となる株式の数、払込金額、発

行価格及び資本組入額がそれぞれ調整されております。

８　株主としての権利内容に制限のない標準となる株式であります。なお、単元株制度は採用しておりません。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項は、ありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年４月30日 ― 97,215 ― 814,962 ― 948,203

 

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は、把握しておりま

せん。

 
 

(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の確認ができず、記載することができま

せんので、直前の基準日である平成21年１月31日現在の株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成21年１月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 233

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 96,982 96,982
株主としての権利内容に制限のない
標準となる株式

発行済株式総数 97,215 ― ―

総株主の議決権 ― 96,982 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が５株(議決権５個)含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成21年１月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社メディアシーク

東京都港区麻布台二丁目３
番５号

233 ― 233 0.24

計 ― 233 ― 233 0.24

 

EDINET提出書類

株式会社メディアシーク(E05161)

四半期報告書

13/30



 
２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成20年
８月

 
９月

 
10月

 
11月

 
12月

平成21年
１月

 
２月

 
３月

 
４月

最高(円) 34,00038,00028,00024,35020,20019,61018,50016,80020,460

最低(円) 30,70026,00014,00019,40016,01016,80014,90014,80015,300

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、ありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成21年２月１日から

平成21年４月30日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年８月１日から平成21年４月30日まで)に係る四

半期連結財務諸表について、優成監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年４月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年７月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 678,221 617,026

受取手形及び売掛金 381,148 473,606

商品 10,382 302

仕掛品 11,907 4,412

その他 46,056 30,363

貸倒引当金 △9,888 △4,996

流動資産合計 1,117,827 1,120,714

固定資産

有形固定資産 ※
 46,172

※
 47,824

無形固定資産

のれん 35,407 46,182

その他 10,134 8,480

無形固定資産合計 45,542 54,663

投資その他の資産

投資有価証券 667,761 803,563

その他 187,230 187,684

貸倒引当金 △26,500 △26,500

投資その他の資産合計 828,492 964,747

固定資産合計 920,207 1,067,235

資産合計 2,038,035 2,187,949

負債の部

流動負債

買掛金 110,329 202,492

未払法人税等 2,137 6,843

ポイント引当金 1,237 －

その他 104,061 109,502

流動負債合計 217,766 318,837

固定負債

退職給付引当金 866 854

固定負債合計 866 854

負債合計 218,632 319,692
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年４月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年７月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 814,962 814,962

資本剰余金 948,203 948,203

利益剰余金 77,110 126,860

自己株式 △39,678 △39,678

株主資本合計 1,800,597 1,850,347

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,515 △19,153

為替換算調整勘定 △3,365 △1,469

評価・換算差額等合計 150 △20,622

少数株主持分 18,655 38,532

純資産合計 1,819,402 1,868,257

負債純資産合計 2,038,035 2,187,949
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年８月１日
　至 平成21年４月30日)

売上高 1,527,469

売上原価 1,062,772

売上総利益 464,696

販売費及び一般管理費 ※
 453,505

営業利益 11,190

営業外収益

受取利息 290

受取配当金 78

投資有価証券売却益 30,390

為替差益 15,430

その他 509

営業外収益合計 46,699

営業外費用

支払利息 40

複合金融商品評価損 35,423

投資有価証券売却損 18,432

投資有価証券評価損 74,933

その他 76

営業外費用合計 128,906

経常損失（△） △71,015

特別利益

固定資産売却益 184

特別利益合計 184

税金等調整前四半期純損失（△） △70,830

法人税、住民税及び事業税 2,271

法人税等調整額 △15,013

法人税等合計 △12,742

少数株主損失（△） △18,036

四半期純損失（△） △40,051
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　【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年２月１日 
 至 平成21年４月30日)

売上高 454,486

売上原価 336,926

売上総利益 117,559

販売費及び一般管理費 ※
 144,657

営業損失（△） △27,097

営業外収益

受取利息 220

投資有価証券売却益 30,390

為替差益 15,027

その他 11,735

営業外収益合計 57,373

営業外費用

支払利息 24

投資有価証券売却損 18,432

投資有価証券評価損 74,933

その他 0

営業外費用合計 93,390

経常損失（△） △63,115

特別利益

退職給付引当金戻入額 8

特別利益合計 8

税金等調整前四半期純損失（△） △63,106

法人税、住民税及び事業税 △8,077

法人税等調整額 △13,883

法人税等合計 △21,960

少数株主損失（△） △3,696

四半期純損失（△） △37,449
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年８月１日
　至 平成21年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △70,830

減価償却費 20,978

のれん償却額 11,428

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,891

ポイント引当金の増減額（△は減少） 1,237

受取利息及び受取配当金 △368

支払利息 40

投資有価証券売却損益（△は益） △11,958

投資有価証券評価損益（△は益） 74,933

複合金融商品評価損益（△は益） 35,423

為替差損益（△は益） △14,088

固定資産売却損益（△は益） △184

売上債権の増減額（△は増加） 91,478

たな卸資産の増減額（△は増加） △17,575

仕入債務の増減額（△は減少） △91,971

未払消費税等の増減額（△は減少） △9,737

未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は
減少）

△1,339

その他の資産の増減額（△は増加） 1,468

その他の負債の増減額（△は減少） 2,939

小計 26,764

利息及び配当金の受取額 368

利息の支払額 △40

法人税等の支払額 △6,535

営業活動によるキャッシュ・フロー 20,557

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △18,682

有形固定資産の売却による収入 1,000

無形固定資産の取得による支出 △4,090

投資有価証券の売却による収入 59,179

敷金及び保証金の回収による収入 38

敷金及び保証金の差入による支出 △549

投資活動によるキャッシュ・フロー 36,894

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △8,872

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,872

現金及び現金同等物に係る換算差額 12,616

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 61,194

現金及び現金同等物の期首残高 617,026

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 678,221
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 

 
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年８月１日　至　平成21年４月30日)

１　会計方針の変更 (1)棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５日　

企業会計基準第９号)を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、

原価法から原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)に変更しております。

この変更による損益に与える影響は、軽微であります。

 (2)連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(企

業会計基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報告第18号)を第１四半期連結会計

期間から適用しております。

この変更による損益に与える影響は、ありません。

 

【簡便な会計処理】

 

 
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年８月１日　至　平成21年４月30日)

１　一般債権の貸倒見積高

の算定方法

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸

倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法 当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四

半期連結会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法に

よっております。

また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ

正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

３　繰延税金資産及び繰延

税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等

及び一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度に

おいて使用した将来の業績予想やタックス・プランニングを利用する方法によってお

ります。

 

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年８月１日　至　平成21年４月30日)

該当事項は、ありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年４月30日)

前連結会計年度末
(平成20年７月31日)

※　有形固定資産の減価償却累計額は、152,118千円であ

ります。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、140,912千円であ

ります。

 

(四半期連結損益計算書関係)

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年８月１日
至　平成21年４月30日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次の通りであります。

給与 112,587千円

貸倒引当金繰入額 9,340千円

 

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年２月１日
至　平成21年４月30日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次の通りであります。

給与 39,250千円

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年８月１日
至　平成21年４月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 678,221千円

現金及び現金同等物 678,221千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年４月30日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成20年８月１日　至　平

成21年４月30日)

１　発行済株式に関する事項

 

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 97,215

 

２　自己株式に関する事項

 

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 233

 

３　新株予約権等に関する事項

該当事項は、ありません。

 

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年10月21日
定時株主総会

普通株式 9,698 100平成20年7月31日平成20年10月22日利益剰余金

 

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項は、ありません。

 

(リース取引関係)

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年８月１日　至　平成21年４月30日)及び当第３四半期連結会計期間(自　

平成21年２月１日　至　平成21年４月30日)

該当事項は、ありません。
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(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年４月30日)

時価のあるその他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該有価証

券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が見られます。

 

その他有価証券で時価のあるもの

 

区分 取得原価(千円)
四半期連結貸借対照表
計上額(千円)

差額(千円)

株式 19,170 129,352 110,181

債券 200,000 110,260 △89,740

その他 461,614 396,530 △65,084

合計 680,785 636,142 △44,643

(注) １　当第３四半期連結累計期間において債券には、組込デリバティブと一体処理した複合金融商品(契約額100,000千円、

時価49,430千円)が含まれており、これに係る評価損35,423千円を四半期連結損益計算書の営業外費用に計上してお

ります。

２　表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額であります。なお、当第３四半期連結累計期間において減損処理を行

い、投資有価証券評価損74,933千円を四半期連結損益計算書の営業外費用に計上しております。

 

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年４月30日)

複合金融商品の組込デリバティブの時価及び評価損益は、「有価証券関係」に記載しております。

 

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年２月１日　至　平成21年４月30日)

該当事項は、ありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年２月１日　至　平成21年４月30日)

(単位:千円)

 
サービス
開発事業

コンテンツ
事業

システムコ
ンサルティ
ング事業

計
消去又は
全社

連結

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 39,804258,946155,735454,486 ― 454,486

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高

― ― 14,431 14,431(14,431) ―

計 39,804258,946170,166468,918(14,431)454,486

営業利益又は営業損失(△) 3,146 26,966 6,295 36,408(63,506)△27,097

 

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年８月１日　至　平成21年４月30日)

(単位:千円)

 
サービス
開発事業

コンテンツ
事業

システムコ
ンサルティ
ング事業

計
消去又は
全社

連結

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 194,319780,981552,1671,527,469 ― 1,527,469

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高

― 28 51,260 51,288(51,288) ―

計 194,319781,010603,4271,578,757(51,288)1,527,469

営業利益 57,974 92,950 74,335225,259(214,069)11,190

(注) １　事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な製品・役務

(1)サービス開発事業・・・・・・・・携帯電話ほかモバイル機器向け組込み型ソフトウェア(例：バー

コードリーダー)の企画・開発及びライセンス販売

(2)コンテンツ事業・・・・・・・・・携帯電話向け有料コンテンツ(例：着メロほか)配信サービス

(3)システムコンサルティング事業・・企業向け戦略コンサルティング、システムコンサルティング及び

システム運用支援サービス

 

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年２月１日　至　平成21年４月30日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年８月１日　至　平成21年４月30日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えるため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。

 

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年２月１日　至　平成21年４月30日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年８月１日　至　平成21年４月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。
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(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年２月１日　至　平成21年４月30日)

該当事項は、ありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

 

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年４月30日)

前連結会計年度末
(平成20年７月31日)

  

 18,567.85円

  

 18,866.64円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年４月30日)

前連結会計年度末
(平成20年７月31日)

純資産の部の合計額(千円) 1,819,402 1,868,257

普通株式に係る純資産額(千円) 1,800,747 1,829,724

差額の主な内訳(千円)   

少数株主持分 18,655 38,532

普通株式の発行済株式数(株) 97,215 97,215

普通株式の自己株式数(株) 233 233

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株)

96,982 96,982

 

２　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年８月１日
至　平成21年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年２月１日
至　平成21年４月30日)

１株当たり四半期純損失 412.98円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―円

１株当たり四半期純損失 386.15円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―円

(注) １　当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、四

半期純損失が計上されていることから、記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年８月１日
至　平成21年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年２月１日
至　平成21年４月30日)

１株当たり四半期純損失金額   

四半期連結損益計算書上の四半期純損
失(△)(千円)

△40,051 △37,449

普通株式に係る四半期純損失(△)(千
円)

△40,051 △37,449

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

期中平均株式数(株) 96,982 96,982

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり四半期純利益の算定に
含まれなかった潜在株式について前連
結会計年度末から重要な変動がある場
合の概要

― ―
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(重要な後発事象)

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年２月１日　至　平成21年４月30日)

該当事項は、ありません。

 

２ 【その他】

該当事項は、ありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成21年６月８日

 

株式会社メディアシーク

取    締    役    会      御中

 

 優    成    監    査    法    人

 
 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　加   藤    善   孝　　(印)

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　本   間    洋   一　　(印)

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社メ

ディアシークの平成20年８月１日から平成21年７月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成21年

２月１日から平成21年４月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年８月１日から平成21年４月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メディアシーク及び連結子会社の平成21年４月30

日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに

第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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